
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































既婚 未婚 既婚 未婚
300万未満
300～400万
400～500万
500～600万
600万以上
9.3 
26.5 
29.4 
35.3 
37.6 
90.7 
73.5 
70.6 
64.7 
62.4 
35.7 
17.1 
20.0 
23.0 
16.3 
64.3 
82.9 
80.0 
77.0 
83.7 
（内閣府「結婚・家族形成に関する調査」より作成）
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現代の若者の精神保健の動向（4）
　このように、ここに挙げた少なくとも1992年から
2010年までは、『結婚しない理由』及び『結婚できな
い理由』の内容にも年度による変化は認められない、
といえよう。
　以上、３と４で見たように「未婚者の生涯の結婚意
思」と「独身にとどまっている理由」には年度による
変化は認められない。
　それにもかかわらず、１と２で見たように「婚姻数
及び婚姻率」では最近は減少傾向にあり、「（生涯）未
婚率」も女性より男性の未婚率の増加傾向が著しく、
それは1998～99年頃から、というよりも1990～95年
頃から生じていることが窺われる。
５．年収と結婚との関係
　先に見た『結婚できない理由』の中で「適当な相手
にめぐり会わない」が上位１～６位を占め、それに続
き「結婚資金が足りない」が７～９位を占め、しかも
この項目は専ら男性から挙がっている。
　これらの項目は年度による変化は認められないの
で、本研究で注目している1998～99年頃を分岐点と
して悩みや不安の急増との関連はないように思われ
る。
　しかし、結婚資金云々については、前回の報告で年
収や賃金の推移、非正規雇用（非正規雇用割合の上
昇）、若者の失業などを概観したが（中藤、2013）、若
者にとって厳しい現状が窺われた。
　たとえば、本研究の対象としている1998～99年頃
を分岐点として民間企業で働く人の平均年収を見る
と、1995～98年の平均値は463万円、99～2011年の平
均値は436万円である。従って、年収は27万円減少し
たことになる。
　そこで、ここでは年収と結婚との関係について見て
いきたい。表６に年収別での男女の結婚状況を挙げ
た。
　既婚に着目すると、最も低い値は20代男性年収300
万未満の8.7％、次いで同じく30代男性年収300万未
満の9.3％である。逆に最も高いのは20代男性年収
500～600万の39.2％、次いで30代男性年収600万以上
の37.6％である。
　女性が年収の高低に関わらず、一定の割合で既婚で
あるのに対し、男性は20代・30代共に年収300万未満
であると、既婚率は１桁に留まっていることが分か
る。他の年収では25.7（20代の300～400万）～39.2％
（20代の500～600万）と既婚率が30％前後と比べても
その落差が大きい。
　すなわち、独身にとどまっている、あるいは、とど
まらざるを得ない理由としては、結婚資金云々より
も、こうした年収が大きな要因であることが窺われ
る。
　既に述べたように、本学学生の精神的自覚症状を示
す UPIデータ及び「国民生活に関する世論調査」に
よる若者の悩みや不安についてのデータは、1998～99
年頃にマイナス方向に変化している。すなわち、1990
年代後半を分岐点として、若者の精神保健上に大きな
影響を与える要因が存在することを示唆している。
　その内、「国民生活に関する世論調査」によると、
1999年以降は、日頃の生活の中で、悩みや不安を「感
じている」者と「感じていない」者の割合はそれ以前
と逆転し、前者が男性・女性ともに増加しているが、
特に女性では、「感じている」割合が増加し、「感じて
いない」割合の低下している点が男性よりも顕著であ
ること、また、男性・女性ともに「自分の生活（進
学、就職、結婚など）上の問題」と「今後の収入や資
産の見通し」、そして「現在の収入や資産について」
で悩みや不安が大きく、特に女性では「今後の収入や
資産の見通し」及び「現在の収入や資産について」で
その程度が高いこと、などが明らかとなっている。
　本論文では、「自分の生活（進学、就職、結婚など）
上の問題」の中の結婚に関するデータを取り上げて検
討を行なった。
　その結果、「未婚者の生涯の結婚意思」では、男性・
女性ともにほぼ９割の未婚者が「いずれ結婚するつも
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り」と回答している。
　また、「独身にとどまっている理由」の内、『結婚し
ない理由』では「まだ若過ぎる」などを挙げた18～
24歳の年齢層によるところが大きく、『結婚できない
理由』では「適当な相手にめぐり会わない」などを挙
げた（強いて言えば）比較的高い年齢層によるところ
が大きい、などの相違はあるが、いずれも年度による
変化は認められない。
　ところが、結婚意識や「独身にとどまっている理
由」については経年変化が認められないにもかかわら
ず、実際の「婚姻数及び婚姻率」では1990年代後半
を分岐点として減少傾向にあり、「（生涯）未婚率」も
女性より男性の増加傾向が著しい。
　そこには、結婚観やライフスタイル、性差などいく
つかの要因が関わっているであろうが、既に指摘して
きたように「グローバル化、IT化などによって
ニュー・エコノミーの浸透が日本にも始まり、雇用が
不安化した」などの経済上の変化の影響が大きいもの
と考えられる。そうした経済的な要因を背景とした雇
用や収入への不安や、それらに伴う生活上の変化が生
じており、それが本論文で見た結婚についてのデータ
に表れたのだろう。
　ちなみに、結婚についてゼミの学生に聞いてみたと
ころ、男子学生は「就職し、妻子を養える給与を獲得
してから結婚したい」旨の発言があり、概ね結婚に対
して肯定的であるのに対し、女子学生は「結婚にそれ
ほど魅力は感じない。でも子どもは欲しい」旨の懐疑
的な発言だったのが印象的であった。
　筆者のゼミの学生という限られた若者からの答えで
はあるが、それでも現代の若者の結婚観の一端を表し
ているのであろう。筆者なりに解釈すると、男性は正
規職員として職に就き、妻子を養えるだけの年収を得
ることを目指している。それに対し女性は、結婚して
も子育てや家事で夫の協力が期待できず、むしろ現在
の生活水準が低下する恐れがある……、ではなかろう
か。
　それだけ男性にとっては就職やそれに関わる年収が
大きなハードル、あるいは不安の対象であることが想
像できる。事実、年収と結婚との関係について見る
と、女性が年収の高低に関わらず、一定の割合で既婚
であるのに対し、男性は20代・30代共に年収300万未
満であると、既婚率は１桁に留まっていることがそう
したことの証左であろう。
　一方、女性は結婚について過度の期待はなく、むし
ろ、結婚することによるデメッリトの方も考えざるを
得ないのだろう。
　前回と今回の論文では、「国民生活に関する世論調
査」などによるデータを中心に分析・検討を行なった
が、今後は本学生などを対象に就職や結婚、あるいは
それらに関わる不安についてインタビューや質問紙調
査などを用いて追究していきたい。
注
* 愛知県立大学教育福祉学部教授
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